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１ チーム保育推進加算の充実
比較的規模の大きな保育所（利用定員121人以上）(※)について、25：1の配置が実現可能となるよう、２人まで

の加配を可能とする（現行は保育所の規模にかかわらず1人。）拡充を行い、保育士の負担軽減、こどもの安心・
安全な保育環境の整備を推進する。

※これまでと同様に、複数保育士のチームによる保育体制や職員の平均経験年数(12年以上)等に一定の要件あり。

２ 処遇改善等加算Ⅲの加算額の算定方法の見直し
加算額の算定の基礎となる職員数について、現在は、令和４年９月までの補助事業と同様に各種加算等の平均取

得率により一律に算定しているが、令和５年度以降については、他の処遇改善の仕組みと同様に、各施設等におけ
る加算等の取得状況に応じて職員数を算定する仕組みとする。

３ 主任保育士専任加算等の要件についての特例の創設
０歳児３人以上の利用に係る要件について、①０歳児の利用定員が３人以上あり、かつ、②０歳児保育を実施す

る職員体制を維持している場合には、令和５年度に限り、前年度に要件を満たしていた月については、引き続き、
要件を満たすものとして取り扱う。

４ 処遇改善等加算Ⅱの他の施設への配分に関する期限の延長
処遇改善等加算Ⅱの加算額の一部を同一の者が運営する他の施設・事業所に配分することができる取扱いの期限

について、令和４年度末までから令和６年度末までに延長する。

５ 定員を超過している場合の減算調整の対応
一定期間定員を超過している場合に適用する公定価格の減算について、現在は定員超過の程度に関わらず一律の

調整率を適用しているが、令和５年度以降については定員超過の程度に応じて調整率を設定する。

６ 公定価格の適切な算定に向けた取組
公定価格の適切な算定のため、配置される職員数を正確に把握することができるよう、職員の専任・兼務の状況

の提出を求めることとする。
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